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西田亮介『メディアと自民党』の貢献

2016/3/53

① 政治政党にとってのPR戦略立案機能の重要性に焦

点を当て，特に自民党の試行錯誤のプロセスを明

らかにしたこと（第1章～第5章）

② 日本の伝統的マスメディアは政治との関係につい

て新しい解を見いだせておらず，それがジャーナ

リズムの衰退に繋がっていると指摘したこと（第6

章，第7章）

Hajime Oda



本発表の目的と概要

2016/3/54

1. マスメディアの側から見た政府・行政や周辺アクターとの関係を

経営学の教科書的理解に従って整理する

 多面市場モデルとしてのマスメディア，4種類の政府関係

 広報と広告の区別，マスメディアとプロモーションメディアの区別，PRコンサル会社と広告代

理店の区別

2. PR戦略立案機能の発達が，マスメディアの経営にもたらす影響を分析する

 マスメディアの置かれている状況はなぜ苦しいのか，業界構造を分析

 特に，独立系PRコンサル会社がコンサルティングを行う場合と，大手広告代理店がPRコンサル

を兼務する場合では，ジャーナリズムに与える影響が異なることを指摘する

 “慣れ親しみ”ではないメディアと政治の関係に必要な次の１手として，

マスメディアによるPRコンサルへの参入と，参入可能となるような制度設計の必要性を提案

3. 補論：ネットメディアはどちら側か

 ネットメディアをジャーナリズムとプロモーション・メディアの中間的存在として位置づけ，

ジャーナリズムにとってネットメディアの行く末が市場規模の観点からも重要であることを示

す

Hajime Oda



マスメディアから見た
政府・行政と周辺アクター

登場した各種アクター（＋若干の追加）

マスメディアにとっての4種の政府・行政

競合としてのプロモーション・メディア

PRコンサル会社と広告代理店の本業の違い

2016/3/55 Hajime Oda



マスメディアのステイクホルダーとして
これらのアクターを整理する

各種アクター

『メディアと自民党』に登場 本発表で追加するアクター

2016/3/56

 政治家・政党

 自民党など

 PR立案のプロフェッショナル

 大規模広告代理店

 独立系PRコンサルティング会社

 “メディア”

 マス4媒体（新聞・雑誌・ラジ

オ・テレビ）

 インターネットメディア

 政府・行政

 本発表では，内閣官房や内閣府

政府広報室を行政機関として扱

う

 プロモーション・メディア

 ニュースを提供せず，広告のみ

を提供する各種媒体

 街頭広告，交通広告，折込チラ

シ，DMなど

Hajime Oda



第４の権力としてのマスメディア
（常識的なメディア理解）
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マスメディアは
多面市場モデル（multi-sided market）で経営

2016/3/58
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Hajime Oda

有料である必要はないが，
なんらかの方法で消費者を
集めておく必要がある



経営学における
広報（PR）と広告（AD）の区別

2016/3/59

広報（Public Relation） 広告（Advertisement）

定義 金銭提供を伴わずに，マス
メディアにニュースとして
取り上げられること

広告料を支払い，媒体（紙面や
放送時間）の一部分を買い取り，
自身が作成した内容を伝えるこ
と

（1）商取引 商取引ではない 商取引である

（2）編集権 編集権はマスメディア側に
ある

編集権は広告主側にある

（3）公共性 ニュースには公共的価値が
求められる

読者がニュースと広告を区別で
きることが求められる

Hajime Oda



マスメディアにとって
4種類の政府・行政がありうる

2016/3/510
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（さらに，）広告媒体としての競合（代替
品）であるプロモーション・メディア

2016/3/5Hajime Oda11

 プロモーション・メディア

 広告のみで構成される（記事や番組を含まない）媒体

 街頭広告，交通広告，折込チラシ，DMなど
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PRコンサルと広告代理店の本業の違い

2016/3/512

マスメディア

消費者

広告主

取材対象

ニュース
ニュース
広告

広報効果

購読料
情報を受容

広告料
広告内容

広告効果

プロモーショ
ン・メディア

広告料
広告内容

広告効果

広告

情報を受容

PR
コンサル

Hajime Oda

広告
代理店



（独立系）PRコンサル会社と（大規模）広告代理店

2016/3/513

PRコンサルティング業 広告代理店業

専門職の
職務

PRコンサルは，取材対象者がど
のように報道され，消費者にど
う見られるかを解釈し，取材対
象者に対してアドバイスする

広告代理店は，広告主にとって
どのような広告が効果的かをア
ドバイスし，広告の作成や出稿
先の選定にも携わる

専門職の
優先順位

公共的であろうとするが，クラ
イアントの利益が優先される

読者よりもクライアントの利益
が優先される

メディア
（掲載媒
体）

伝統的マスメディア4媒体と
インターネットメディア

マスメディアやネットの広告枠
だけでなく，
プロモーション専用メディアも
多数存在

備考 政府は政府の広告のことを“政
府広報”と自称するが，本発表
では広告として扱う

Hajime Oda



マスメディアの業界構造分析

“Multi-sided” Research Question

分析手法

分析結果

まとめ

実践的含意

2016/3/514 Hajime Oda



“Multi-sided” Research Question

2016/3/515

 問い「マスメディアにとっての現状の機会と脅威は何か」

 4種の行政，2種の専門職

 裏返せば，「政府・行政にとって，マスメディアをコントロールするために有効
な手段はどれか？」ということでもある

Hajime Oda

マスメディアにとって 政府・行政は

（1）広告主としての
政府・行政

無視できる存在 不利

（2）取材対象としての
政府・行政

圧倒的不利
新しい関係が必要

圧倒的有利

（3）規制当局としての
政府・行政

不利（自粛） 有利（実際に行使する必
要は無い）

（4）情報収集主体（消費
者）としての政府・行政

市場拡大の可能性あり ITの進歩により負担減だ
が需要増

（5）独立系PRコンサル 敵だが相互依存

（6）広告代理店 最悪の敵（代替品の供給
業者）



分析手法

2016/3/5Hajime Oda16

 業界の構造分析

 詳細は省略，経営学の古典的な分析手法（Porter, 1980）

 通常は各メディアを個別に分析が必要だが，本発表ではメディア

と政治の関係に分析範囲を限定

 基本は取引関係の交渉力の分析（加藤，2014）

 相手にとって「かけがえのない」存在であるほど有利

 価値がある取引相手である（金額が大きい，など）

 替えが利かない（取引しなかった場合，他に選択肢はあるか）

 各プレイヤー間のパワー関係を確認していく



（１）広告主としての政府・行政

2016/3/517

 マスメディアが有利（広告主としての政府・行政に交渉力はない）

 ここだけは『メディアと自民党』と私は異なる解釈

 広告主としての政府も，広告主としての自民党も，交渉力をもつほどの

金額ではない

 『メディアと自民党』における評価

 「一般の有権者の感覚としてはかなり大きな金額が投入されているよう

に感じられる」p.72

 ジャーナリスト佐々木実『市場と権力』による郵政民営化の広報予算の

“告発”

 「マスメディア各社や広告代理店は，これだけの広告費を安定して発注

する「お得意様」であるクライアントとしての政治を無下に扱うことは

できなかったはずである。」p.75

Hajime Oda



（１）広告主としての政府・行政

2016/3/518

 数字の規模感

 内閣府広報室の予算は最大140億円

 小泉政権100-120億，民主党政権40-50億，第2次安倍政権85億

 人件費等を含むので，全てが広告費ではない

 官公庁・公共団体全体がマスコミ4媒体に支出した広告費

は2013年で314億円（電通『日本の広告費2013』）

Hajime Oda



（１）広告主としての政府・行政
内閣府政府広報室の予算推移

2016/3/519

0

20

40

60

80

100

120

140

160

単
位
：
億
円

内閣府政府広報室の予算推移

自民党 民主党

小泉
政権

第2次
安倍
政権

Hajime Oda



（1）広告主としての政府・行政
日本の広告市場

2016/3/520

 2013年度の政府予算全体は
92兆6115億円

 日本の総広告費は
5兆9762億円（2013年）

 マスコミ4媒体で2兆7825億円

 電通の売上高は約1兆4821億円
（2013年）

 企業との比較

 官公庁の広告費は，化粧品業界の
1/10，自動車業界の3/10，
エネルギー・素材業界と同程度

 官公庁全体の広告費を単一の企業
で上回る企業が数十社は存在

 各省庁・各政策ごとに広告を個別
に発注するので実際の交渉力は格
段に弱くなる

田中久貴「最新！｢広告宣伝費｣トップ500社ランキング」東洋経済Online，
2015年08月28日 http://toyokeizai.net/articles/-/82100 （2016年3月1日閲覧）

2014年度のランキング

Hajime Oda

http://toyokeizai.net/articles/-/82100


（2）取材対象としての政府・行政

2016/3/521

 マスメディアにとって，政府・行政は欠かせない取材源。新聞数面

分の情報を独占的に提供してもらう相手であり，他に替えが利かな

い。

 マスメディア側の圧倒的な交渉劣位

 政府・行政は情報の出し方を操作することで，間接的に規制効果を

与えることができる

 PRコンサル業界が，マスメディアのコントロールに貢献する余地は大き

い

 「朝まで生テレビ」への与党議員出演拒否など，コントロールが強まっ

ていることを『メディアと自民党』は数多く指摘している

 マスメディアはこれまで“慣れ親しみ”の関係でなんとかやってきた

が，新しい関係が必要

Hajime Oda



（3）規制当局としての政府・行政

2016/3/522

 『メディアと自民党』第7章において法規制の概略な

どは概説されているので本発表では省略

 実際に規制しなくても，「規制するぞ」という振り

だけで自粛せざるを得なくなるので，メディアとし

ては不利な環境にある

Hajime Oda



（4）情報収集主体としての政府・行政

2016/3/523

 IT技術の進歩は（メディアのあり方だけでなく）

政府・行政が収集・判断しなければならない情報の量を

格段に増やしたという効果もある

 諜報活動は公開情報が7割（とよく言われている）。

公開情報が増えれば，必要な分析量も増加…

 たとえば，内閣官房は人口衛星の運用に毎年度600億円程度の

予算を割り当てている

 情報の集約プロセスも通常はPRコンサルが担うことが多

いが，マスメディアでも参入可能

 通信社などは官公庁向けのデータベース事業を行っている

Hajime Oda



代替品としてのプロモーション・メディア

2016/3/524

 『メディアと自民党』第6章，第7章ではジャーナリ

ズムの担い手として，伝統的なマスメディアとネッ

トメディアが対比されている

 本発表では，ジャーナリズムに対する考え方の違い

がより明白な広報と広告の違いに着目する

 “メディア（ジャーナリズム）”（マスメディア＋ネット

メディア）とプロモーション・メディアの違い

 広報専門の独立系PRコンサル会社とプロモーション・メ

ディアという代替選択肢を持つ大規模広告代理店の違い

Hajime Oda



（5）PRコンサルと“メディア”は共依存

2016/3/525

 PRコンサル会社は，“メディア（ジャーナリズム）”

の存在なしでは成り立たない

 “メディア（ジャーナリズム）”の影響力や公共性がなく

なれば，それだけ商売はしづらくなる。プロモーショ

ン・メディアだけの社会では商売にならない

 逆に“メディア（ジャーナリズム）”であるならば，

伝統的マスメディアでもインターネット・メディアでも

基本的にやることは同じ

 立場は逆だが，相互依存の関係でもある

Hajime Oda



（6）広告代理店がPRコンサルを兼ねる脅威

2016/3/526

 広告代理店は，“メディア”も，プロモーション・メディ

アも，取引相手

 広告代理店とマスメディアはそもそも広告の付加価値を奪い合

う関係にあり，広告代理店には代替的な選択肢があるので，マ

スメディアの方が不利な関係にある

 “メディア”が衰退したとしても，その分プロモーション・メディア

が成長して消費者にリーチできれば広告代理店にとってはどちら

でも良い，ジャーナリズムに依存していない。

 さらに，広告代理店がPR戦略立案機能を兼ねることで，マスメ

ディアはさらに不利な立場となる

 広告代理店がPRコンサルを兼業することで，政治に対してはPRと

ADを統合した提案ができるというシナジーもある

Hajime Oda



PRコンサルと広告代理店のビジネス

2016/3/527
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マスメディアにとっての（大規模）広告代理店は，
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広告
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Hajime Oda
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③



まとめ

2016/3/528

 PR戦略立案機能が重要であることは

『メディアと自民党』が指摘している通り

 政治政党にとってはメディア戦略のノウハウ蓄積ができると，メ

ディアをコントロールできるようになる

 本発表の貢献

 政府・行政との関係を4種類に整理。

 特に，情報収集主体としての政府・行政との関係には事業機会あり。

 独立系のPRコンサル会社は，マスメディアのカウンターサイドだ

が，PRコンサル会社のビジネスもまたジャーナリズムに依存して

いる

 大規模広告代理店がPRコンサルを兼ねるケースが，マスメディア

にとって最も望ましくない状況である

Hajime Oda



実践的含意：マスメディアの次の1手は，
two-sided market から three-sided marketへ

2016/3/529

 対専門職対策としては，

マスメディアによるPRコンサル事業への参入が効果的

 広告代理店がPRコンサルを兼ねることでマスメディアと共に

ジャーナリズムが弱体化してしまうよりは，マスメディアがカ

ウンターサイドであるPR部門も垂直統合した上で，同一企業の

別事業として経営する方が，ジャーナリズムを存続・維持させ

られるのではないか

 マスメディアから人材が流出してPRコンサル会社を設立されて

しまうと痛手なので，社内ベンチャーなどの流出させない工夫

が必要

 おそらく，政治家・政党の利害が絡む選挙の文脈よりも，

行政機関・ルーティン的なPRコンサルから参入する方が容易い

Hajime Oda



実践的含意：制度設計についての付言

2016/3/5Hajime Oda30

 政治とメディアの関係に求められるのは，馴れ親しみで

も，“中立”の装いでもなく，多様なポジショントークに

よるアイディアの創発と，それを保証する制度設計であ

る

 証券会社では，証券の引受部門と投資家への営業部門の間に情

報統制を敷くことで，両側の事業を同一企業で扱っている。参

入による負の外部性をなくす制度設計が出来るかどうかにか

かっている。

 ファイアーウォール規制（物理的隔離，兼業規制，非公開情報

の流通規制）のような規制を自主規制や共同規制としてマスメ

ディア側から提案できるかどうか



補論：ネットメディアはどちら側か
社会的意義の観点から
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 6章・7章で焦点となっていたネットメ

ディアとジャーナリズムの関係について

 マスメディアだとすると

 これまで物理的に制約されていた広告ス

ペースの制約が外れることで，業界の利益

ポテンシャルは下がるものの市場全体とし

ては拡大する。マーケットの効率化として

消費者は歓迎できる部分もある。

 プロモーションメディアだとすると

 ステルス・マーケティングやネイティブ・

アドの問題などだけでなく，ジャーナリズ

ム自体の縮小を意味する。市民・消費者に

とっても望ましくないこと。

Hajime Oda

“メディア”
（ジャーナリズム）

プロモーション
メディア

（非ジャーナリズム）

マスメディア

インターネット
メディア
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マスメディアとプロモーションメディアの広告市場規模

どちらでもない場合 ネットはジャーナリズム

ネットはプロモーションメディア

 2009年にプロモーショ
ンメディア+ネットメ
ディアの広告費合計が
マス4媒体の広告費を
こえている

 逆に，ネットもジャー
ナリズムに数えられる
のであれば安泰

 ネットメディアの将来
が，日本のジャーナリ
ズムの将来を左右する
ことは経営面からも明
白


